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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体基材、光学基材及び磁性基材の少なくとも一つを平坦化するのに適した研磨パッ
ドを製造する方法であって、
　ａ．液体ポリマーの液滴を基材に掛けて前記液体ポリマー中に複数の気孔を形成する工
程であって、前記液体ポリマーが、前記液体ポリマー内での気孔の成長を促進するのに十
分な濃度を有する非イオン性界面活性剤と、前記液体ポリマー内での気孔の成長を抑制す
るのに十分な濃度を有するイオン性界面活性剤と、を含有し、前記液体ポリマーがポリウ
レタンである、工程、
　ｂ．前記基材に対する前記液体ポリマーの液滴を、複数の気孔を含有する固体ポリマー
へと硬化させて固化させて、研磨パッドを形成する工程、
　ｃ．前記液体ポリマーの液滴を掛ける工程、及び、前記液体ポリマーの液滴を固化させ
る工程、を複数回繰り返して、前記固体ポリマーの厚さを増す工程、及び
　ｄ．前記固体ポリマーを、前記非イオン性界面活性剤及びイオン性界面活性剤の濃度に
よって、前記複数の気孔の最終孔径が制御されている、研磨パッドへと硬化させる工程、
　ｅ．カチオン性界面活性剤の量を減らして、前記孔径を増加させることにより、前記研
磨パッド上に、直接に、サブパッドを形成する工程、
を含む方法。
【請求項２】
　前記非イオン性界面活性剤がシリコーン界面活性剤である、請求項１記載の方法。
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【請求項３】
　前記硬化させる工程が、０．３～０．７g/cm3の密度を有する前記研磨パッドを形成す
る、請求項１記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ケミカルメカニカル研磨パッドを形成する方法に関する。より具体的には、
本発明は、界面活性剤を使用してケミカルメカニカル研磨パッドを形成する方法に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　集積回路及び他の電子装置の作製においては、導体、半導体及び絶縁体の複数の層を半
導体ウェーハの表面に付着させたり、半導体ウェーハの表面から除去したりする。導体、
半導体及び絶縁体の薄層は、いくつかの付着技術を使用して付着させることができる。最
新のウェーハ加工において一般的な付着技術としては、とりわけ、スパッタリングとも知
られる物理蒸着法（ＰＶＤ）、化学蒸着法（ＣＶＤ）、プラズマ増強化学蒸着法（ＰＥＣ
ＶＤ）及び電気化学的めっき法がある。一般的な除去技術としては、とりわけ、湿式及び
乾式の等方性及び異方性エッチングがある。
【０００３】
　材料層が順次に付着され、除去されるにつれ、ウェーハの最上面は非平坦になる。後続
の半導体加工（たとえばメタライゼーション）は、ウェーハが平坦面を有することを要す
るため、ウェーハは平坦化されなければならない。平坦化は、望まれない表面トポグラフ
ィーならびに表面欠陥、たとえば粗面、凝集した材料、結晶格子の損傷、スクラッチ及び
汚染された層又は材料を除去するのに有用である。
【０００４】
　ケミカルメカニカルプラナリゼーション又はケミカルメカニカルポリッシング（ＣＭＰ
）は、半導体ウェーハのような加工物を平坦化又は研磨するために使用される一般的な技
術である。従来のＣＭＰにおいては、ウェーハキャリヤ、すなわち研磨ヘッドがキャリヤ
アセンブリに取り付けられる。その研磨ヘッドがウェーハを保持し、ウェーハを、ＣＭＰ
装置内でテーブル又はプラテン上に取り付けられている研磨パッドの研磨層と接する状態
に配置する。キャリヤアセンブリがウェーハと研磨パッドとの間に制御可能な圧を提供す
る。同時に、研磨媒（たとえばスラリー）が研磨パッド上に小出しされ、ウェーハと研磨
層との間の間隙に引き込まれる。研磨を実施するために、研磨パッド及びウェーハは一般
に互いに対して回転する。研磨パッドがウェーハの下で回転するとき、ウェーハは一般に
環状の研磨トラック、すなわち研磨領域を掃き出し、その中でウェーハの表面が研磨層と
直接対面する。ウェーハ表面は、研磨層及び表面上の研磨媒の化学的かつ機械的作用によ
って研磨され、平坦化される。
【０００５】
　米国特許第８，３１４，０２９号において、Hiroseらは、研磨層を製造する方法を開示
している。具体的に、Hiroseらは、実質的に球形の気泡を含み、高い厚さ精度を有する研
磨パッドを製造する方法であって、機械的発泡法によって気泡分散ウレタン組成物を調製
する工程、気泡分散ウレタン組成物を一つの放出口からフェース材料Ａの幅方向に実質的
に中央の部分に連続的に放出しながらフェース材料Ａを供給する工程、フェース材料Ｂを
気泡分散ウレタン組成物上に積層する工程、次いで、気泡分散ウレタン組成物の厚さを厚
さ調節手段によって均一に調節する工程、直前の工程で厚さ調節された気泡分散ウレタン
組成物を、その組成物にさらなる加重を加えることなく、硬化させて、ポリウレタンフォ
ームを含む研磨シートを形成する工程、及び研磨シートを切断する工程を含む方法を開示
している。この方法は、孔径及び孔径分布を制御することが困難であるといえる。また、
この複雑な方法は、製造効率を下げるおそれのある汚損問題を引き起こしかねない。
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　それにもかかわらず、孔径及び孔径分布をより良く制御を有する、ケミカルメカニカル
研磨パッドのための研磨層を製造するための改善された方法の必要性が絶えずある。特に
、必要な全工程数を減らし、完成した研磨パッドの品質を改善する方法（の必要性が絶え
ずある）。したがって、必要とされるものは、高められた研磨性能及び製造可能性を有す
るケミカルメカニカル研磨パッドのための研磨層を提供する改善された方法である。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の局面は、半導体基材、光学基材及び磁性基材の少なくとも一つを平坦化するの
に適した研磨パッドを製造する方法であって、液体ポリマーの液滴を基材に掛けて液体ポ
リマー中に複数の気孔を形成する工程であって、液体ポリマーが、液体ポリマー内での気
孔の成長を促進するのに十分な濃度を有する非イオン性界面活性剤と、液体ポリマー内で
の気孔の成長を抑制するのに十分な濃度を有するイオン性界面活性剤とを含有する、工程
、基材に対する液体ポリマーの液滴を、複数の気孔を含有する固体ポリマーへと固化させ
る工程、液体ポリマーの液滴を掛ける工程及び液体ポリマーの液滴を固化させる工程を複
数回繰り返して固体基材（ポリマー）の厚さを増す工程、及び固体ポリマーを、非イオン
性界面活性剤及びイオン性界面活性剤の濃度によって複数の気孔の最終孔径が制御されて
いる研磨パッドへと硬化させる工程を含む方法を提供する。
【０００８】
　本発明のさらなる局面は、半導体基材、光学基材及び磁性基材の少なくとも一つを平坦
化するのに適した研磨パッドを製造する方法であって：　液体ポリマーの液滴を基材に掛
けて液体ポリマー中に複数の気孔を形成する工程であって、液体ポリマーが、液体ポリマ
ー内での気孔の成長を促進するのに十分な濃度を有する非イオン性界面活性剤と、液体ポ
リマー内での気孔の成長を抑制するのに十分な濃度を有するイオン性界面活性剤とを含有
する、工程；　隣接する気孔を接続して、相互接続された気孔のネットワークを液体ポリ
マー中に形成する工程；　基材に対する液体ポリマーの液滴を、複数の気孔を含有する固
体ポリマーへと固化させる工程；　液体ポリマーの液滴を掛ける工程、隣接する気孔を接
続する工程及び液体ポリマーの液滴を固化させる工程を複数回繰り返して固体基材（ポリ
マー）の厚さを増す工程、及び固体ポリマーを、非イオン性界面活性剤及びイオン性界面
活性剤の濃度によって複数の気孔の最終孔径が制御されている研磨パッドへと硬化させる
工程を含む方法を提供する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の方法に使用するための型の斜視図である。
【図２】本発明の方法に使用するための軸混合装置の側面図である。
【図３】図２のＡ－Ａ線から見た断面図である。
【図４】本発明の型の中で形成されたケミカルメカニカル研磨パッド研磨層の側面図であ
る。
【図５】本発明のケミカルメカニカル研磨パッド研磨層の斜視図である。
【図６】ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層の研磨面に形成された溝パターンの平面図
である。
【図７】ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層の研磨面に形成された溝パターンの平面図
である。
【図８】図７のＣ－Ｃ線から見た断面図である。
【図９】ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層の研磨面に形成された溝パターンの平面図
である。
【図１０】ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層の研磨面に形成された溝パターンの平面
図である。
【図１１】図２のＢ－Ｂ線から見た断面図である。
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【図１２】本発明の非イオン性界面活性剤とカチオン性界面活性剤との組み合わせを用い
て形成された研磨パッドのＳＥＭ断面図である。
【図１３】本発明の非イオン性界面活性剤とカチオン性界面活性剤との組み合わせを用い
て形成された研磨パッドのＳＥＭ断面図である。
【図１４】非イオン性界面活性剤を用いて形成された研磨パッドのＳＥＭ断面図である。
【図１５】本発明の非イオン性界面活性剤とカチオン性界面活性剤との組み合わせを用い
て形成された研磨パッドのＳＥＭ断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
詳細な説明
　ケミカルメカニカル研磨層を形成するための様々な従来法、たとえば流込み成形法（す
なわち、複数の研磨層へとスカイビングされるケーキを形成する）及び発泡法は、処理を
促進するために十分に長いゲル化時間を要する。発泡法及び流込み成形法は、形成された
研磨層の表面に最終的な溝パターンを機械加工することを要する。本発明の方法は、研磨
層の研磨面に形成される溝パターンの質を大きく改善し、多くの従来の研磨層製造法によ
って求められるような、完成した研磨層に溝パターンを機械加工する必要性を除く。本発
明の方法はまた、従来技術に固有の制約（すなわちゲル化時間の制約）を考慮すると、従
来の研磨層製造法に適当であろう組成範囲よりも広い組成範囲を可能にする。
【００１１】
　明細書及び特許請求の範囲の中で型キャビティ（２０）に関して使用される「実質的に
円形の断面」とは、ｘ－ｙ面（３０）上で型キャビティの中心軸Ｃaxis（２２）から周囲
壁（１５）の垂直内部境界（１８）まで投影された型キャビティ（２０）の最長半径ｒc

が、ｘ－ｙ面（３０）上で型キャビティの中心軸Ｃaxis（２２）から垂直内部境界（１８
）まで投影された型キャビティ（２０）の最短半径ｒcよりも≦２０％しか長くないこと
を意味する（図１を参照）。
【００１２】
　明細書及び特許請求の範囲の中で使用される「型キャビティ」とは、ベース（１２）と
周囲壁（１５）の垂直内部境界（１８）とによって画定される容積を示す（図１及び４を
参照）。
【００１３】
　明細書及び特許請求の範囲の中で第一の機構（たとえば水平内部境界、垂直内部境界）
を第二の機構（たとえば軸、ｘ－ｙ面）に関して使用される「実質的に垂直」とは、第一
の機構が第二の機構に対して８０～１００°の角度にあることを意味する。
【００１４】
　明細書及び特許請求の範囲の中で第一の機構（たとえば水平内部境界、垂直内部境界）
を第二の機構（たとえば軸、ｘ－ｙ面）に関して使用される「本質的に垂直」とは、第一
の機構が第二の機構に対して８５～９５°の角度にあることを意味する。
【００１５】
　明細書及び特許請求の範囲の中で、研磨面（９５）を有するケミカルメカニカル研磨パ
ッド研磨層（９０）に関して使用される「平均厚さＴP-avg」とは、研磨面（９５）に対
して垂直な方向に、ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）の研磨面（９５）から
下面（９２）までの平均厚さＴTpを意味する（図５を参照）。
【００１６】
　明細書及び特許請求の範囲の中でケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）に関し
て使用される「実質的に円形の断面」とは、ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０
）の中心軸（９８）からケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）の研磨面（９５）
の外周（１１０）までの断面の最長半径ｒpが、中心軸（９８）から研磨面（９５）の外
周（１１０）までの断面の最短半径ｒpよりも≦２０％しか長くないことを意味する（図
５を参照）。
【００１７】
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　本発明のケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）は、好ましくは、中心軸（９８
）を中心に回転するように適合されている（図５を参照）。好ましくは、ケミカルメカニ
カル研磨パッド研磨層（９０）の研磨面（９５）は、中心軸（９８）に対して垂直な平面
（９９）にある。好ましくは、ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）は、中心軸
（９８）に対して８５～９５°、好ましくは中心軸（９８）に対して９０°の角度γにあ
る平面（９９）において回転するように適合されている。好ましくは、ケミカルメカニカ
ル研磨パッド研磨層（９０）は、中心軸（９８）に対して垂直な実質的に円形の断面を有
する研磨面（９５）を有する。好ましくは、中心軸（９８）に対して垂直な研磨面（９５
）の断面の半径ｒpは、断面に関して≦２０％、より好ましくは断面に関して≦１０％し
か変化しない。
【００１８】
　本明細書及び特許請求の範囲の中で、本発明の軸混合装置中で形成されるポリ（Ｐ）側
液体成分とイソ（Ｉ）側液体成分との混合物に関して使用される「ゲル化時間」とは、Ａ
ＳＴＭ　Ｄ３７９５－００ａ（２００６年再承認）（Standard Test Method for Thermal
 Flow, Cure, and Behavior Properties of Pourable Thermosetting Materials by Torq
ue Rheometer）にしたがって標準試験法を使用して測定される、その混合物の全硬化時間
を意味する。
【００１９】
　本明細書及び特許請求の範囲の中で使用される「ポリ（ウレタン）」とは、（ａ）（ｉ
）イソシアネート類と（ii）ポリオール類（ジオール類を含む）との反応から形成される
ポリウレタン類、ならびに（ｂ）（ｉ）イソシアネート類と（ii）ポリオール類（ジオー
ル類を含む）及び（iii）水、アミン類又は水とアミン類との混合物との反応から形成さ
れるポリ（ウレタン）を包含する。
【００２０】
　好ましくは、本発明のケミカルメカニカル研磨パッド研磨層を形成する方法は、ベース
（１２）を有する型（１０）を提供する工程であって、型（１０）のベース（１２）が、
その中に形成された溝パターン（１００）のネガ型（１４）を有する、工程、（Ｐ）側ポ
リオール類、（Ｐ）側ポリアミン類及び（Ｐ）側アミノアルコール類の少なくとも一つを
含むポリ（Ｐ）側液体成分を提供する工程、少なくとも一つの多官能イソシアネート類を
含むイソ（Ｉ）側液体成分を提供する工程、加圧ガスを提供する工程、内部円柱形チャン
バ（６５）を有する軸混合装置（６０）を提供する工程であって、内部円柱形チャンバ（
６５）が、閉止端（６２）、開放端（６８）、対称軸（７０）、内部円柱形チャンバ（６
５）に通じる少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）、内部円柱形チャンバ（
６５）に通じる少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）、及び内部円柱形チャ
ンバ（６５）に通じる少なくとも一つの（好ましくは少なくとも二つの）接線方向加圧ガ
ス供給ポート（８５）を有し、閉止端（６２）及び開放端（６８）が内部円柱形チャンバ
（６５）の対称軸（７０）に対して垂直であり、少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポー
ト（７５）及び少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）が、閉止端（６２）に
近い内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７）に沿って配置され、少なくとも一つの（
好ましくは少なくとも二つの）接線方向加圧ガス供給ポート（８５）が、閉止端（６２）
から少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び少なくとも一つの（Ｉ）側液
体供給ポート（８０）より下流で内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７）に沿って配
置され、ポリ（Ｐ）側液体成分が、少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）を
介して６，８９５～２７，６００kPaの（Ｐ）側チャージ圧で内部円柱形チャンバ（６５
）に導入され、イソ（Ｉ）側液体成分が、少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８
０）を介して６，８９５～２７，６００kPaの（Ｉ）側チャージ圧で内部円柱形チャンバ
（６５）に導入され、内部円柱形チャンバ（６５）へのポリ（Ｐ）側液体成分とイソ（Ｉ
）側液体成分との合計質量流量が６～５００g/s（好ましくは６～２５０g/s、より好まし
くは６～１００g/s、もっとも好ましくは６～２５g/s）であり、ポリ（Ｐ）側液体成分、
イソ（Ｉ）側液体成分及び加圧ガスが内部円柱形チャンバ（６５）内で混ぜ合わされて混
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合物を形成し、加圧ガスが、少なくとも一つの（好ましくは少なくとも二つの）接線方向
加圧ガス供給ポート（８５）を介して１５０～１，５００kPaの供給圧で内部円柱形チャ
ンバ（６５）に導入され、内部円柱形チャンバ（６５）への加圧ガスの入口速度が９０～
６００m/sである、工程、混合物を内部円柱形チャンバ（６５）の開放端（６８）から型
（１０）のベース（１２）に向けて１０～３００m/secの速度で放出する工程、混合物を
ケーキへと固化させる工程、ケーキを型（１０）から分離させる工程、及びケーキからケ
ミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）を得る工程であって、ケミカルメカニカル研
磨パッド研磨層（９０）が、研磨面（９５）に形成された溝パターン（１００）を有する
研磨面（９５）を有し、研磨面（９５）が基材を研磨するように適合されている、工程を
含む。
【００２１】
　好ましくは、本発明の方法に使用される型（１０）のベース（１２）は溝パターンのネ
ガ型（１４）を画定し、溝パターン（１００）はケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（
９０）の研磨面（９５）に転写される。好ましくは、型（１０）のベース（１２）は、平
均半径ｒc（好ましくはｒcは２０～１００cmであり、より好ましくはｒcは２５～６５cm
であり、もっとも好ましくはｒcは４０～６０cmである）を有する実質的に円形の断面を
有する（図１及び４を参照）。
【００２２】
　好ましくは、本発明の方法に使用される型（１０）は周囲壁（１５）を有することがで
きる。好ましくは、周囲壁は、ｘ－ｙ面（３０）に対して実質的に垂直である型キャビテ
ィ（２０）の垂直内部境界（１８）を画定する。より好ましくは、周囲壁は、ｘ－ｙ面（
３０）に対して本質的に垂直である型キャビティ（２０）の垂直内部境界（１８）を画定
する（図１及び４を参照）。
【００２３】
　好ましくは、型キャビティ（２０）は、ｚ軸と一致し、中心点（２１）で型（１０）の
ベース（１２）の水平内部境界（１４）と交差する中心軸Ｃaxis（２２）を有する。好ま
しくは、中心点（２１）は、ｘ－ｙ面（３０）に投影された型キャビティ（２０）の断面
Ｃx-sect（２４）の幾何学的中心に位置する（図１を参照）。
【００２４】
　好ましくは、ｘ－ｙ面（３０）に投影された型キャビティの断面Ｃx-sect（２４）は規
則的又は不規則な二次元形状であることができる。好ましくは、型キャビティの断面Ｃx-

sect（２４）は多角形及び楕円から選択される。より好ましくは、型キャビティの断面Ｃ

x-sect（２４）は、平均半径ｒc（好ましくはｒcは２０～１００cmであり、より好ましく
はｒcは２５～６５cmであり、もっとも好ましくはｒcは４０～６０cmである）を有する実
質的に円形の断面である。もっとも好ましくは、型キャビティ（２０）は、実質的に円形
の断面Ｃx-sectを有する直円柱形領域を近似し、型キャビティは、型キャビティの中心軸
Ｃaxis（２２）と一致する対称軸Ｃx-sym（２５）を有し、直円柱形領域は、次式によっ
て求められる断面積Ｃx-areaを有する。
【００２５】
【数１】

【００２６】
　式中、ｒcは、ｘ－ｙ面（３０）に投影された型キャビティの断面積Ｃx-areaの平均半
径であり、ｒcは２０～１００cm（より好ましくは２５～６５cm、もっとも好ましくは４
０～６０cm）である（図１及び４を参照）。
【００２７】
　好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は内部円柱形チャンバ（６
５）を有する。好ましくは、内部円柱形チャンバ（６５）は閉止端（６２）及び開放端（
６８）を有する。好ましくは、閉止端（６２）及び開放端（６８）はそれぞれ内部円柱形
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チャンバ（６５）の対称軸（７０）に対して実質的に垂直である。より好ましくは、閉止
端（６２）及び開放端（６８）はそれぞれ内部円柱形チャンバ（６５）の対称軸（７０）
に対して本質的に垂直である。もっとも好ましくは、閉止端（６２）及び開放端（６８）
はそれぞれ内部円柱形チャンバ（６５）の対称軸（７０）に対して垂直である（図２、３
及び１１を参照）。
【００２８】
　好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、対称軸（７０）を有す
る内部円柱形チャンバ（６５）を有し、開放端（６８）は円形の開口（６９）を有する。
より好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、対称軸（７０）を有
する内部円柱形チャンバ（６５）を有し、開放端（６８）は円形の開口（６９）を有し、
円形の開口（６９）は内部円柱形チャンバ（６５）と同心的である。もっとも好ましくは
、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、対称軸（７０）を有する内部円柱形
チャンバ（６５）を有し、開放端（６８）は円形の開口（６９）を有し、円形の開口（６
９）は内部円柱形チャンバ（６５）と同心的であり、円形の開口（６９）は内部円柱形チ
ャンバ（６５）の対称軸（７０）に対して垂直である。好ましくは、円形の開口（６９）
は１～１０mm（より好ましくは１．５～７．５mm、さらに好ましくは２～６mm、もっとも
好ましくは２．５～３．５mm）の直径を有する（図２、３及び１１を参照）。
【００２９】
　好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（
６５）に通じる少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）を有する。より好まし
くは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（６５）に
通じる少なくとも二つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）を有する。好ましくは、本発明
の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（６５）に通じる少なく
とも二つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）を有し、少なくとも二つの（Ｐ）側液体供給
ポート（７５）は内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７）に沿って均等に配置されて
いる。より好ましくは、本発明に使用される軸混合装置（６０）が、内部円柱形チャンバ
（６５）に通じる少なくとも二つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）を有する場合、少な
くとも二つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）は、内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（
６７）に沿って均等に配置され、内部円柱形チャンバ（６５）の閉止端（６２）から等し
い距離にある。好ましくは、少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポートは、０．０５～３
mm（好ましくは０．１～０．１mm、より好ましくは０．１５～０．５mm）の内径を有する
オリフィスを介して内部円柱形チャンバ（６５）に通じる。好ましくは、少なくとも一つ
の（Ｐ）側液体供給ポートは、内部円柱形チャンバ（６５）に通じ、内部円柱形チャンバ
（６５）の対称軸（７０）に向けられる。より好ましくは、少なくとも一つの（Ｐ）側液
体供給ポートは、内部円柱形チャンバ（６５）に通じ、内部円柱形チャンバ（６５）の対
称軸（７０）に対して本質的に垂直に向けられる。もっとも好ましくは、少なくとも一つ
の（Ｐ）側液体供給ポートは、内部円柱形チャンバ（６５）に通じ、内部円柱形チャンバ
（６５）の対称軸（７０）に対して垂直に向けられる。
【００３０】
　好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（
６５）に通じる少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を有する。より好まし
くは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（６５）に
通じる少なくとも二つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を有する。好ましくは、本発明
の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（６５）に通じる少なく
とも二つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を有し、少なくとも二つの（Ｉ）側液体供給
ポート（８０）は内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７）に沿って均等に配置されて
いる。より好ましくは、本発明に使用される軸混合装置（６０）が、内部円柱形チャンバ
（６５）に通じる少なくとも二つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を有する場合、少な
くとも二つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）は、内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（
６７）に沿って均等に配置され、内部円柱形チャンバ（６５）の閉止端（６２）から等し
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い距離にある。好ましくは、少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポートは、０．０５～３
mm（好ましくは０．１～０．１mm、より好ましくは０．１５～０．５mm）の内径を有する
オリフィスを介して内部円柱形チャンバ（６５）に通じる。好ましくは、少なくとも一つ
の（Ｉ）側液体供給ポートは、０．０５～１mm（好ましくは０．１～０．７５mm、より好
ましくは０．１５～０．５mm）の内径を有するオリフィスを介して内部円柱形チャンバ（
６５）に通じる。好ましくは、少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポートは、内部円柱形
チャンバ（６５）に通じ、内部円柱形チャンバ（６５）の対称軸（７０）に向けられる。
より好ましくは、少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポートは、内部円柱形チャンバ（６
５）に通じ、内部円柱形チャンバ（６５）の対称軸（７０）に対して本質的に垂直に向け
られる。もっとも好ましくは、少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポートは、内部円柱形
チャンバ（６５）に通じ、内部円柱形チャンバ（６５）の対称軸（７０）に対して垂直に
向けられる。
【００３１】
　好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（
６５）に通じる少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び内部円柱形チャン
バ（６５）に通じる少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を有し、少なくと
も一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート
（８０）は内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７）に沿って均等に配置されている。
より好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ
（６５）に通じる少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び内部円柱形チャ
ンバ（６５）に通じる少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を有し、少なく
とも一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポー
ト（８０）は、内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７）に沿って均等に配置され、内
部円柱形チャンバ（６５）の閉止端（６２）から等しい距離にある。
【００３２】
　好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（
６５）に通じる少なくとも二つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び内部円柱形チャン
バ（６５）に通じる少なくとも二つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を有する。好まし
くは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）が、内部円柱形チャンバ（６５）に
通じる少なくとも二つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び内部円柱形チャンバ（６５
）に通じる少なくとも二つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を有する場合、少なくとも
二つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）は内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７）に
沿って均等に配置され、少なくとも二つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）は内部円柱形
チャンバ（６５）の周囲（６７）に沿って均等に配置されている。好ましくは、本発明の
方法に使用される軸混合装置（６０）が、内部円柱形チャンバ（６５）に通じる少なくと
も二つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び内部円柱形チャンバ（６５）に通じる少な
くとも二つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を有する場合、（Ｐ）側液体供給ポート（
７５）及び（Ｉ）側液体供給ポート（８０）は内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７
）に沿って交互に位置する。より好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６
０）が、内部円柱形チャンバ（６５）に通じる少なくとも二つの（Ｐ）側液体供給ポート
（７５）及び内部円柱形チャンバ（６５）に通じる少なくとも二つの（Ｉ）側液体供給ポ
ート（８０）を有する場合、（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び（Ｉ）側液体供給ポー
ト（８０）は、内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７）に沿って交互に位置し、均等
に離間する。もっとも好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）が、内
部円柱形チャンバ（６５）に通じる少なくとも二つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及
び内部円柱形チャンバ（６５）に通じる少なくとも二つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０
）を有する場合、（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び（Ｉ）側液体供給ポート（８０）
は、内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７）に沿って交互に位置し、均等に離間し、
（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び（Ｉ）側液体供給ポート（８０）はすべて内部円柱
形チャンバ（６５）の閉止端（６２）から等しい距離にある。
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【００３３】
　好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（
６５）に通じる少なくとも一つの接線方向加圧ガス供給ポート（８５）を有する。より好
ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（６５
）に通じる少なくとも一つの接線方向加圧ガス供給ポート（８５）を有し、少なくとも一
つの接線方向加圧ガス供給ポート（８５）は、閉止端（６２）から少なくとも一つの（Ｐ
）側液体供給ポート（７５）及び少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）より
下流で内部円柱形チャンバ（６５）の周囲に沿って配置されている。さらに好ましくは、
本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（６５）に通じる
少なくとも二つの接線方向加圧ガス供給ポート（８５）を有し、少なくとも二つの接線方
向加圧ガス供給ポート（８５）は、閉止端（６２）から少なくとも一つの（Ｐ）側液体供
給ポート（７５）及び少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）より下流で内部
円柱形チャンバ（６５）の周囲に沿って配置されている。なおさらに好ましくは、本発明
の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チャンバ（６５）に通じる少なく
とも二つの接線方向加圧ガス供給ポート（８５）を有し、少なくとも二つの接線方向加圧
ガス供給ポート（８５）は、閉止端（６２）から少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポー
ト（７５）及び少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）より下流で内部円柱形
チャンバ（６５）の周囲に沿って配置され、少なくとも二つの接線方向加圧ガス供給ポー
ト（８５）は内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７）に沿って均等に配置されている
。もっとも好ましくは、本発明の方法に使用される軸混合装置（６０）は、内部円柱形チ
ャンバ（６５）に通じる少なくとも二つの接線方向加圧ガス供給ポート（８５）を有し、
少なくとも二つの接線方向加圧ガス供給ポート（８５）は、閉止端（６２）から少なくと
も一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）及び少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート
（８０）より下流で内部円柱形チャンバ（６５）の周囲に沿って配置され、少なくとも二
つの接線方向加圧ガス供給ポート（８５）は、内部円柱形チャンバ（６５）の周囲（６７
）に沿って均等に配置され、内部円柱形チャンバ（６５）の閉止端（６２）から等しい距
離にある。好ましくは、少なくとも一つの接線方向加圧ガス供給ポートは、０．１～５mm
（好ましくは０．３～３mm、より好ましくは０．５～２mm）の限界寸法を有するオリフィ
スを介して内部円柱形チャンバ（６５）に通じる。好ましくは、少なくとも一つの接線方
向加圧ガス供給ポートは、内部円柱形チャンバ（６５）に通じ、内部円柱形チャンバ（６
５）の内周に沿って接線方向に向けられる。より好ましくは、少なくとも一つの接線方向
加圧ガス供給ポートは、内部円柱形チャンバ（６５）に通じ、内部円柱形チャンバ（６５
）の内周に沿って接線方向に向けられ、内部円柱形チャンバ（６５）の対称軸（７０）に
対して本質的に垂直である面にある。もっとも好ましくは、少なくとも一つの接線方向加
圧ガス供給ポートは、内部円柱形チャンバ（６５）に通じ、内部円柱形チャンバ（６５）
の内周に沿って接線方向に向けられ、内部円柱形チャンバ（６５）の対称軸（７０）に対
して垂直である面にある。
【００３４】
　好ましくは、本発明の方法において、ポリ（Ｐ）側液体成分は、（Ｐ）側ポリオール類
、（Ｐ）側アミノ化合物の少なくとも一つを硬化剤又は連鎖延長剤として含み、また、ア
ミノ官能基及びヒドロキシル官能基の両方を有する化合物が含まれる。
【００３５】
　好ましくは、（Ｐ）側ポリオール類は、ジオール類、トリオール類、多官能ポリオール
類、それらのポリマー及びそれらの混合物からなる群から選択される。より好ましくは、
（Ｐ）側ポリオール類は、ポリエーテルポリオール類（たとえばポリ（オキシテトラメチ
レン）グリコール、ポリ（オキシプロピレン）グリコール及びそれらの混合物）、ポリカ
ーボネートポリオール類、ポリエステルポリオール類、それらの混合物、ならびにエチレ
ングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，２
－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、
１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，５－ペンタンジオール、３－メ
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チル－１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコール、
ジプロピレングリコール及びトリプロピレングリコールからなる群から選択される一つ以
上の低分子量ポリオール類とのそれらの混合物からなる群から選択される。さらに好まし
くは、少なくとも一つの（Ｐ）側ポリオール類は、ポリテトラメチレンエーテルグリコー
ル（ＰＴＭＥＧ）、エステル系ポリオール類（たとえばポリ（エチレンアジペート）、ポ
リ（ブチレンアジペート）ポリオール類）、ポリプロピレンエーテルグリコール類（ＰＰ
Ｇ）、ポリカプロラクトンポリオール類、ポリカーボネートポリオール類、それらのコポ
リマー及びそれらの混合物からなる群から選択される。
【００３６】
　好ましくは、本発明の方法において、使用されるポリ（Ｐ）側液体成分は少なくとも一
つの（Ｐ）側ポリオール類を含み、少なくとも一つの（Ｐ）側ポリオールは、２，５００
～１００，０００の数平均分子量ＭNを有する高分子量ポリオール類を含む。より好まし
くは、使用される高分子量ポリオール類は、５，０００～５０，０００（さらに好ましく
は７，５００～２５，０００、もっとも好ましくは１０，０００～１２，０００）の数平
均分子量ＭNを有する。
【００３７】
　好ましくは、本発明の方法において、使用されるポリ（Ｐ）側液体成分は少なくとも一
つの（Ｐ）側ポリオール類を含み、少なくとも一つの（Ｐ）側ポリオール類は、１分子あ
たり平均３～１０個のヒドロキシル基を有する高分子量ポリオール類を含む。より好まし
くは、使用される高分子量ポリオール類は、１分子あたり平均４～８個（さらに好ましく
は５～７個、もっとも好ましくは６個）のヒドロキシル基を有する。
【００３８】
　市販の高分子量ポリオール類の例は、Specflex（登録商標）ポリオール類、Voranol（
登録商標）ポリオール類及びVoralux（登録商標）ポリオール類（The Dow Chemical Comp
anyから市販）、Multranol（登録商標）スペシャルティーポリオール及びUltracel（登録
商標）フレキシブルポリオール（Bayer MaterialScience LLCから市販）ならびにPluraco
l（登録商標）ポリオール（BASFから市販）を含む。いくつかの好ましい高分子量ポリオ
ール類を表１に挙げる。
【００３９】
【表１】

【００４０】
　好ましくは、（Ｐ）側アミノ化合物は、ジアミン類及び他の多官能アミン類からなる群
から選択される。より好ましくは、（Ｐ）側アミノ化合物は、芳香族ジアミン類及び他の
多官能芳香族アミン類、たとえば４，４′－メチレン－ビス－ｏ－クロロアニリン（「Ｍ
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（「ＭＣＤＥＡ」）、ジメチルチオトルエンジアミン、トリメチレングリコールジ－ｐ－
アミノベンゾエート、ポリテトラメチレンオキシドジ－ｐ－アミノベンゾエート、ポリテ
トラメチレンオキシドモノ－ｐ－アミノベンゾエート、ポリプロピレンオキシドジ－ｐ－
アミノベンゾエート、ポリプロピレンオキシドモノ－ｐ－アミノベンゾエート、１，２－
ビス（２－アミノフェニルチオ）エタン、４，４′－メチレン－ビス－アニリン、ジエチ
ルトルエンジアミン、５－tert－ブチル－２，４－トルエンジアミン、３－tert－ブチル
－２，６－トルエンジアミン、５－tert－アミル－２，４－トルエンジアミン及び３－te
rt－アミル－２，６－トルエンジアミン及びクロロトルエンジアミンからなる群から選択
される。
【００４１】
　多くの場合、アミノ基及びヒドロキシル基の両方を含む化合物が、独特の性質を有する
ケミカルメカニカル研磨パッドを提供するのに役立つことができる。好ましくは、（Ｐ）
側アミノアルコール類は、アミン開始ポリオール類からなる群から選択される。より好ま
しくは、（Ｐ）側アミノアルコール類は、１分子あたり１～４個（さらに好ましくは２～
４個、もっとも好ましくは２個）の窒素原子を含むアミン開始ポリオール類からなる群か
ら選択される。好ましくは、（Ｐ）側アミノアルコール類は、１分子あたり平均少なくと
も３個のヒドロキシル基を有するアミン開始ポリオール類からなる群から選択される。よ
り好ましくは、（Ｐ）側アミノアルコール類は、１分子あたり平均３～６個（さらに好ま
しくは３～５個、もっとも好ましくは４個）のヒドロキシル基を有するアミン開始ポリオ
ール類からなる群から選択される。特に好ましいアミン開始ポリオール類は、≦７００（
好ましくは１５０～６５０、より好ましくは２００～５００、もっとも好ましくは２５０
～３００）の数平均分子量ＭN（を有し）、３５０～１，２００mgKOH/gのヒドロキシル価
（ＡＳＴＭ試験法Ｄ４２７４－１１によって測定）を有する。より好ましくは、使用され
るアミン開始ポリオール類は４００～１，０００mgKOH/g（もっとも好ましくは６００～
８５０mgKOH/g）のヒドロキシル価を有する。市販されているアミン開始ポリオール類の
例は、Voranol（登録商標）ファミリーのアミン開始ポリオール類（The Dow Chemical Co
mpanyから市販）、Quadrol（登録商標）スペシャルティーポリオール（Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ
′－テトラキス（２－ヒドロキシプロピルエチレンジアミン）（BASFから市販）、Plurac
ol（登録商標）アミン系ポリオール類（BASFから市販）、Multranol（登録商標）アミン
系ポリオール類（Bayer MaterialScience LLCから市販）、トリイソプロパノールアミン
（ＴＩＰＡ）（The Dow Chemical Companyから市販）、エタノールアミン、ジエタノール
アミン、ジイソプロパノールアミン及びトリエタノールアミン（ＴＥＡ）（Mallinckrodt
 Baker Inc.から市販）を含む。いくつかの好ましいアミン開始ポリオール類を表２に挙
げる。
【００４２】
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【表２】

【００４３】
　好ましくは、本発明の方法において、ポリ（Ｐ）側液体成分は、少なくとも一つの（Ｐ
）側液体供給ポート（７５）を介して６，８９５～２７，６００kPaの（Ｐ）側チャージ
圧で内部円柱形チャンバ（６５）に導入される。より好ましくは、ポリ（Ｐ）側液体成分
は、少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）を介して８，０００～２０，００
０kPaの（Ｐ）側チャージ圧で内部円柱形チャンバ（６５）に導入される。もっとも好ま
しくは、ポリ（Ｐ）側液体成分は、少なくとも一つの（Ｐ）側液体供給ポート（７５）を
介して１０，０００～１７，０００kPaの（Ｐ）側チャージ圧で内部円柱形チャンバ（６
５）に導入される。
【００４４】
　好ましくは、本発明の方法において、イソ（Ｉ）側液体成分は少なくとも一つの多官能
イソシアネート類を含む。好ましくは、少なくとも一つの多官能イソシアネート類は二つ
の反応性イソシアネート基（すなわちＮＣＯ）を含む。
【００４５】
　好ましくは、少なくとも一つの多官能イソシアネート類は、脂肪族多官能イソシアネー
ト類、芳香族多官能イソシアネート類及びそれらの混合物からなる群から選択される。よ
り好ましくは、多官能イソシアネート類は、２，４－トルエンジイソシアネート、２，６
－トルエンジイソシアネート、４，４′－ジフェニルメタンジイソシアネート、ナフタレ
ンジ－１，５－ジイソシアネート、トリジンジイソシアネート、パラ－フェニレンジイソ
シアネート、キシリレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ヘキサメチレ
ンジイソシアネート、４，４′－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、シクロヘキ
サンジイソシアネート及びそれらの混合物からなる群から選択されるジイソシアネート類
である。さらに好ましくは、少なくとも一つの多官能イソシアネート類は、ジイソシアネ
ート類とプレポリマーポリオール類との反応によって形成される末端イソシアネート修飾
ウレタンプレポリマーである。
【００４６】
　好ましくは、少なくとも一つの多官能イソシアネート類は末端イソシアネート修飾ウレ
タンプレポリマーであり、末端イソシアネート修飾ウレタンプレポリマーは２～１２重量
％の未反応イソシアネート（ＮＣＯ）基を有する。より好ましくは、本発明の方法に使用
される末端イソシアネート修飾ウレタンプレポリマーは２～１０重量％（さらに好ましく
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は４～８重量％、もっとも好ましくは５～７重量％）の未反応イソシアネート（ＮＣＯ）
基を有する。
【００４７】
　好ましくは、使用される末端イソシアネート修飾ウレタンプレポリマーは、ジイソシア
ネート類とプレポリマーポリオール類との反応生成物であり、プレポリマーポリオール類
は、ジオール類、トリオール類、ポリオール類、ポリオールジオール類、それらのコポリ
マー及びそれらの混合物からなる群から選択される。より好ましくは、プレポリマーポリ
オール類は、ポリエーテルポリオール類（たとえばポリ（オキシテトラメチレン）グリコ
ール、ポリ（オキシプロピレン）グリコール及びそれらの混合物）、ポリカーボネートポ
リオール類、ポリエステルポリオール類、ポリカプロラクトンポリオール類、それらの混
合物、ならびにエチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレ
ングリコール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、２－メチル－１，３
－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，５－ペン
タンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ジ
エチレングリコール、ジプロピレングリコール及びトリプロピレングリコールからなる群
から選択される一つ以上の低分子量ポリオール類とのそれらの混合物からなる群から選択
される。さらに好ましくは、プレポリマーポリオール類は、ポリテトラメチレンエーテル
グリコール（ＰＴＭＥＧ）、エステル系ポリオール類（たとえばポリ（エチレンアジペー
ト）、ポリ（ブチレンアジペート）ポリオール類、ポリプロピレンエーテルグリコール類
（ＰＰＧ）、ポリエチレンエーテルグリコール類、ポリカプロラクトンポリオール類、そ
れらのコポリマー及びそれらの混合物からなる群から選択される。もっとも好ましくは、
プレポリマーポリオール類は、ＰＴＭＥＧ及びＰＰＧからなる群から選択される。
【００４８】
　好ましくは、プレポリマーポリオール類がＰＴＭＥＧである場合、末端イソシアネート
修飾ウレタンプレポリマーは２～１０重量％（より好ましくは４～８重量％、もっとも好
ましくは６～７重量％）の未反応イソシアネート（ＮＣＯ）濃度を有する。市販されてい
るＰＴＭＥＧ系の末端イソシアネート修飾ウレタンプレポリマーの例は、Imuthane（登録
商標）プレポリマー（COIM USA, Inc.から市販されている、たとえばPET-80A、PET-85A、
PET-90A、PET-93A、PET-95A、PET-60D、PET-70D、PET-75D）、Adiprene（登録商標）プレ
ポリマー（Chemturaから市販されている、たとえばLF800A、LF900A、LF910A、LF930A、LF
931A、LF939A、LF950A、LF952A、LF600D、LF601D、LF650D、LF667、LF700D、LF750D、LF7
51D、LF752D、LF753D及びL325）、Andur（登録商標）プレポリマー（Anderson Developme
nt Companyから市販されている、たとえば70APLF、80APLF、85APLF、90APLF、95APLF、60
DPLF、70APLF、75APLF）を含む。
【００４９】
　好ましくは、プレポリマーポリオール類がＰＰＧである場合、末端イソシアネート修飾
ウレタンプレポリマーは３～９重量％（より好ましくは４～８重量％、もっとも好ましく
は５～６重量％）の未反応イソシアネート（ＮＣＯ）濃度を有する。市販されているＰＰ
Ｇ系の末端イソシアネート修飾ウレタンプレポリマーの例は、Imuthane（登録商標）プレ
ポリマー（COIM USA, Inc.から市販されている、たとえばPPT-80A、PPT-90A、PPT-95A、P
PT-65D、PPT-75D）、Adiprene（登録商標）プレポリマー（Chemturaから市販されている
、たとえばLFG963A、LFG964A、LFG740D）及びAndur（登録商標）プレポリマー（Anderson
 Development Companyから市販されている、たとえば8000APLF、9500APLF、6500DPLF、75
01DPLF）を含む。
【００５０】
　好ましくは、本発明の方法に使用される末端イソシアネート修飾ウレタンプレポリマー
は、０．１重量％未満の遊離トルエンジイソシアネート（ＴＤＩ）モノマー含量を有する
、低遊離イソシアネートで末端修飾されたウレタンプレポリマーである。
【００５１】
　また、非ＴＤＩ系の末端イソシアネート修飾ウレタンプレポリマーを本発明の方法に使



(14) JP 6870927 B2 2021.5.12

10

20

30

40

50

用することもできる。たとえば、末端イソシアネート修飾ウレタンプレポリマーは、４，
４′－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）及びポリオール類、たとえばポリテ
トラメチレングリコール（ＰＴＭＥＧ）と、任意選択のジオール類、たとえば１，４－ブ
タンジオール（ＢＤＯ）との反応によって形成されるものを含む（が許容できる）。その
ような末端イソシアネート修飾ウレタンプレポリマーが使用される場合、未反応イソシア
ネート（ＮＣＯ）濃度は、好ましくは４～１０重量％（より好ましくは４～８重量％、も
っとも好ましくは５～７重量％）である。この範疇の市販されている末端イソシアネート
修飾ウレタンプレポリマーの例は、Imuthane（登録商標）プレポリマー（COIM USA, Inc.
から市販されている、たとえば27-85A、27-90A、27-95A）、Andur（登録商標）プレポリ
マー（Anderson Development Companyから市販されている、たとえばIE75AP、IE80AP、IE
85AP、IE90AP、IE95AP、IE98AP）、Vibrathane（登録商標）プレポリマー（Chemturaから
市販されている、たとえばB625、B635、B821）、Isonate（登録商標）改質プレポリマー
（The Dow Chemical Companyから市販されている、たとえば、ＮＣＯ１８．７％のIsonat
e（登録商標）240、ＮＣＯ２３％のIsonate（登録商標）181、ＮＣＯ２９．２％のIsonat
e（登録商標）143L）及びポリマーＭＤＩ（The Dow Chemical Companyから市販されてい
る、たとえばPAPI（登録商標）20、27、94、95、580N、901）を含む。
【００５２】
　好ましくは、本発明の方法において、イソ（Ｉ）側液体成分は、少なくとも一つの（Ｉ
）側液体供給ポート（８０）を介して６，８９５～２７，６００kPaの（Ｉ）側チャージ
圧で内部円柱形チャンバ（６５）に導入される。より好ましくは、イソ（Ｉ）側液体成分
は、少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を介して８，０００～２０，００
０kPaの（Ｉ）側チャージ圧で内部円柱形チャンバ（６５）に導入される。もっとも好ま
しくは、イソ（Ｉ）側液体成分は、少なくとも一つの（Ｉ）側液体供給ポート（８０）を
介して１０，０００～１７，０００kPaの（Ｉ）側チャージ圧で内部円柱形チャンバ（６
５）に導入される。
【００５３】
　好ましくは、本発明の方法において、ポリ（Ｐ）側液体成分及びイソ（Ｉ）側液体成分
の少なくとも一つは、任意選択で、さらなる液体物質を含有することができる。たとえば
、ポリ（Ｐ）側液体成分及びイソ（Ｉ）側液体成分の少なくとも一つは、発泡剤（たとえ
ばカルバメート発泡剤、たとえば、The Dow Chemical Companyから市販されているSpecfl
ex（商標）NR556ＣＯ2／脂肪族アミンアダクト）、触媒（たとえば第三級アミン触媒、た
とえば、Air Products, Inc.から市販されているDabco（登録商標）33LV触媒）及び界面
活性剤（たとえば、Momentiveから市販されているNiaxシロキサン－ポリエーテル界面活
性剤及びEvonikから市販されているTegostab（登録商標）シリコーン界面活性剤）からな
る群から選択される液体物質を含有することができる。好ましくは、本発明の方法におい
て、イソ（Ｉ）側液体成分はさらなる液体物質を含有する。より好ましくは、本発明の方
法において、イソ（Ｉ）側液体成分はさらなる液体物質を含有し、さらなる液体物質は触
媒及び界面活性剤の少なくとも一つである。もっとも好ましくは、本発明の方法において
、イソ（Ｉ）側液体成分は触媒及び非イオン性界面活性剤を含有し、ポリ（Ｐ）側液体成
分はイオン性界面活性剤を含有する。非イオン性界面活性剤は孔径を増大させ、気孔成長
をシードすることによって気孔分布を改善する。イオン性界面活性剤は気孔率制御のため
に気孔成長を抑制する。非イオン性界面活性剤レベルとイオン性界面活性剤レベルとのバ
ランスがケミカルメカニカル研磨パッド中の孔径及び気孔構造を制御する。
【００５４】
　好ましくは、非イオン性界面活性剤は、ポリオキシエチレングリコールアルキルエーテ
ル類、ポリオキシプロピレングリコールアルキルエーテル類、ポリオキシエチレングリコ
ールオクチルフェノールエーテル類、ポリオキシエチレングリコールアルキルフェノール
エーテル類、ポリオキシエチレングリコールソルビタンアルキルエステル類、ポリエチレ
ングリコールとポリプロピレングリコールとのブロックコポリマー、グルコシドアルキル
エーテル類、グリセロールアルキルエステル類、シロキサン－ポリエーテルコポリマーか
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ら選択される少なくとも一つである。もっとも好ましくは、非イオン性界面活性剤はシロ
キサン－ポリエーテル界面活性剤である。好ましくは、シロキサン－ポリエーテル界面活
性剤は、Air ProductのDabco DC192、Dabco DC193、Dabco DC2525、Dabco DC2584、Dabco
 DC3042、Dabco D5098、Dabco DC5105、Dabco DC5987、EvonikのTegostab B8155、Tegost
ab B8245、Tegostab B8239、Tegostab B8244、MomentiveのNiax L-580、Niax L-5345、Ni
ax L-6915、Niax L-6638、Niax L-6895である。
【００５５】
　イオン性界面活性剤はアニオン性又はカチオン性であることができる。アニオン性界面
活性剤の好ましい例は、ラウリル硫酸ナトリウム、スルホコハク酸ジオクチルナトリウム
、ペルフルオロオクタンスルホン酸塩、ペルフルオロブタンスルホン酸塩及び直鎖アルキ
ルベンゼンスルホン酸塩から選択される少なくとも一つを含む。好ましいカチオン性界面
活性剤は、臭化セチルトリメチルアンモニウム、臭化ヘキサデシルトリメチルアンモニウ
ム、塩化セチルトリメチルアンモニウム、塩化セチルピリジニウム、塩化ベンザルコニウ
ム、塩化ベンゼトニウム、塩化ジメチルジオクタデシルアンモニウム、臭化ジオクタデシ
ルジメチルアンモニウムから選択される少なくとも一つを含む。もっとも好ましくは、カ
チオン性界面活性剤は、Pilot ChemicalのMaquat MC5815、Maquat MC1416、Maquat MC141
2、Maquat MQ624M、Maquat PQ230及びMaquat（登録商標）SL-5である。
【００５６】
　方法は、液体ポリマーの液滴を基材に掛けて液体ポリマー中に複数の気孔を形成する。
液体ポリマーは、液体ポリマー内での気孔の成長を促進するのに十分な濃度を有する非イ
オン性界面活性剤を含有する。もっとも好ましくは、隣接する気孔を接続して、相互接続
された気孔のネットワークを液体ポリマー中に形成する。好ましくは、非イオン性界面活
性剤は０．０１～１０重量％の濃度を有する。もっとも好ましくは、非イオン性界面活性
剤は０．０５～５重量％の濃度を有する。イオン性界面活性剤は、液体ポリマー内での気
孔の成長を抑制するのに十分な濃度を有する。好ましくは、イオン性界面活性剤は０．０
１～１０重量％の濃度を有する。もっとも好ましくは、イオン性界面活性剤は０．０５～
５重量％の濃度を有する。もっとも好ましくは、イオン性界面活性剤はカチオン性である
。
【００５７】
　液体ポリマーの液滴は、表面に当たると、複数の気孔を含有する固体基材（ポリマー）
へと固化する。好ましくは、液滴は型に当たって研磨パッド中の溝パターンを形成する。
次いで、液体ポリマーの液滴を掛けること及び液体ポリマーの液滴の固化を複数回繰り返
す工程が、複数の層を構築して多孔性固体ポリマーの厚さを増す。次いで、多孔性固体ポ
リマーを硬化させる工程が、非イオン性界面活性剤及びイオン性界面活性剤の濃度によっ
て複数の気孔の最終孔径が制御されている研磨パッドを形成する。好ましくは、研磨パッ
ドは０．３～０．９g/cm3の密度を有する。もっとも好ましくは、研磨パッドは０．３～
０．７g/cm3の密度を有する。
【００５８】
　好ましくは、方法は、カチオン性界面活性剤の量を減らして、適用する孔径を増し、研
磨パッド上に直接サブパッドを形成するさらなる工程を含む。次いで、研磨パッド及びサ
ブパッドを同時工程で硬化させて最終製品を形成する。好ましくは、パッド及びサブパッ
ドは同じポリマーを含むが、異なる気孔容積を含む。
【００５９】
　好ましくは、本発明の方法において、使用される加圧ガスは、二酸化炭素、窒素、空気
及びアルゴンからなる群から選択される。より好ましくは、使用される加圧ガスは、二酸
化炭素、窒素及び空気からなる群から選択される。さらに好ましくは、使用される加圧ガ
スは、窒素及び空気からなる群から選択される、もっとも好ましくは、使用される加圧ガ
スは空気である。
【００６０】
　好ましくは、本発明の方法において、使用される加圧ガスは≦１０ppmの水分含量を有
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する。より好ましくは、使用される加圧ガスは≦１ppmの水分含量を有する。さらに好ま
しくは、使用される加圧ガスは≦０．１ppmの水分含量を有する。もっとも好ましくは、
使用される加圧ガスは≦０．０１ppmの水分含量を有する。
【００６１】
　好ましくは、本発明の方法において、加圧ガスは、少なくとも二つの接線方向加圧ガス
供給ポート（８５）を介して入口速度で内部円柱形チャンバ（６５）に導入され、入口速
度は、２０℃及び１気圧の理想気体条件に基づいて計算して９０～６００m/sである。理
論によって拘束されることを望まないが、入口速度が低すぎる場合、型中に付着する研磨
層が望まれない亀裂を発生させる危険性が増すことが留意されよう。
【００６２】
　好ましくは、本発明の方法において、加圧ガスは、少なくとも二つの接線方向加圧ガス
供給ポート（８５）を介して１５０～１，５００kPaの供給圧で内部円柱形チャンバ（６
５）に導入される。より好ましくは、加圧ガスは、少なくとも二つの接線方向加圧ガス供
給ポート（８５）を介して３５０～１，０００kPaの供給圧で内部円柱形チャンバ（６５
）に導入される。もっとも好ましくは、加圧ガスは、少なくとも二つの接線方向加圧ガス
供給ポート（８５）を介して５５０～８３０kPaの供給圧で内部円柱形チャンバ（６５）
に導入される。
【００６３】
　好ましくは、本発明のケミカルメカニカル研磨パッド研磨層を形成する方法は、ポリ（
Ｐ）側液体成分及びイソ（Ｉ）側液体成分を提供する工程を含み、ポリ（Ｐ）側液体成分
及びイソ（Ｉ）側液体成分は、イソ（Ｉ）側液体成分中の未反応イソシアネート（ＮＣＯ
）基に対するポリ（Ｐ）側液体成分中の反応性水素基（すなわち、アミン（ＮＨ2）基と
ヒドロキシル（ＯＨ）基との合計）の化学量論比０．８５～１．１５（より好ましくは０
．９０～１．１０、もっとも好ましくは０．９５～１．０５）で提供される。
【００６４】
　好ましくは、本発明の方法において、内部円柱形チャンバ（６５）へのポリ（Ｐ）側液
体成分とイソ（Ｉ）側液体成分との合計質量流量は６～５００g/s（好ましくは６～２５
０g/s、より好ましくは６～１００g/s、もっとも好ましくは６～２５g/s）である。
【００６５】
　好ましくは、本発明の方法において、軸混合装置（６０）中で形成された混合物は、内
部円柱形チャンバ（６５）の開放端（６８）から型（１０）のベース（１２）に向けて１
０～３００m/secの速度で放出される。より好ましくは、混合物は、軸混合装置（６０）
の開放端（６８）の開口（６９）から型（１０）のベース（１２）に向けて、ｚ軸（Ｚ）
平行な方向にｚ成分を有する速度１０～３００m/secで放出される。
【００６６】
　好ましくは、本発明の方法において、混合物は、軸混合装置（６０）の開放端（６８）
から、型（１０）中に形成されたケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）の下面（
９２）からｚ次元に沿って距離Ｄで放出される。より好ましくは、混合物は、軸混合装置
（６０）の開放端（６８）から、型（１０）中に形成されたケミカルメカニカル研磨パッ
ド研磨層（９０）の下面（９２）からｚ次元に沿って距離Ｄで放出され、平均距離Ｄavg

は２．５～１２５cm（より好ましくは７．５～７５cm、もっとも好ましくは１２．５～５
０cm）である。
【００６７】
　好ましくは、本発明の方法において、軸混合装置中で形成された混合物は５～９００秒
のゲル化時間を有する。より好ましくは、軸混合装置中で形成された混合物は１０～６０
０秒のゲル化時間を有する。もっとも好ましくは、軸混合装置中で形成された混合物は１
５～１２０秒のゲル化時間を有する。
【００６８】
　好ましくは、本発明の方法を使用して調製されたケミカルメカニカル研磨パッド研磨層
は、ケミカルメカニカル研磨パッドを形成するために、少なくとも一つのさらなる層とイ
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ンタフェースさせることができる。好ましくは、本発明の方法を使用して調製されたケミ
カルメカニカル研磨パッド研磨層は圧縮性のサブパッド（図示せず）とインタフェースさ
れ、圧縮性サブパッドは、スタック接着剤を使用して、研磨層（９０）とインタフェース
され、スタック接着剤は、研磨層（９０）の下面（９２）と圧縮性サブパッドとの間に挿
入される。サブパッドは、好ましくは、研磨される基材の表面に対する研磨層の適合を改
善する。好ましくは、使用されるスタック接着剤は、感圧接着剤、反応性ホットメルト接
着剤、コンタクト接着剤及びそれらの混合物からなる群から選択される接着剤である。よ
り好ましくは、スタック接着剤は、反応性ホットメルト接着剤及び感圧接着剤からなる群
から選択される。もっとも好ましくは、使用されるスタック接着剤は反応性ホットメルト
接着剤である。
【００６９】
　好ましくは、本発明の方法を使用して調製されたケミカルメカニカル研磨パッド研磨層
はケミカルメカニカル研磨パッドに組み込まれ、ケミカルメカニカル研磨パッドは、研磨
機のプラテンとインタフェースするように適合されている。好ましくは、ケミカルメカニ
カル研磨パッドは、真空及び感圧プラテン接着剤の少なくとも一つを使用してプラテンと
インタフェースされるように適合されている。
【００７０】
　好ましくは、本発明の方法を使用して調製されたケミカルメカニカル研磨パッド研磨層
は、基材を研磨するように適合され、基材は、磁性基材、光学基材及び半導体基材の少な
くとも一つである。より好ましくは、本発明の方法を使用して調製されたケミカルメカニ
カル研磨パッド研磨層は、基材を研磨するように適合され、基材は半導体基材である。も
っとも好ましくは、本発明の方法を使用して調製されたケミカルメカニカル研磨パッド研
磨層は、基材を研磨するように適合され、基材は半導体ウェーハである。
【００７１】
　好ましくは、本発明の方法において、ケーキから得られたケミカルメカニカル研磨パッ
ド研磨層は、研磨面（９５）中に形成された溝パターン（１００）を有する研磨面を有す
る。好ましくは、溝パターンは、研磨中にケミカルメカニカル研磨パッド研磨層が回転す
るとき、研磨されている基材の表面を掃くように研磨面上に配置された一つ以上の溝を含
む。好ましくは、一つ以上の溝は、カーブした溝、直線状の溝及びそれらの組み合わせか
らなる。
【００７２】
　好ましくは、溝パターンは複数の溝を含む。より好ましくは、溝パターンは溝デザイン
から選択される。好ましくは、溝デザインは、同心状の溝（円形又はらせん状であること
ができる）、放射状の溝、カーブした溝、クロスハッチ溝（たとえばパッド表面上にＸ－
Ｙ格子として配置）、他の規則的デザイン（たとえば六角形、三角形）、タイヤトレッド
型パターン、不規則なデザイン（たとえばフラクタルパターン）及びそれらの組み合わせ
からなる群から選択される。より好ましくは、溝デザインは、ランダムな溝、同心状の溝
、放射状の溝、らせん溝、クロスハッチ溝、Ｘ－Ｙ格子溝、六角形の溝、三角形の溝、フ
ラクタルな溝及びそれらの組み合わせからなる群から選択される。もっとも好ましくは、
研磨面は、その中に形成された放射状＋円形の組み合わせ溝パターンを有する。溝プロフ
ィールは、好ましくは、まっすぐな側壁を有する長方形から選択され、又は、溝断面は「
Ｖ」字形、「Ｕ」字形、鋸子状及びそれらの組み合わせであることもできる。
【００７３】
　好ましくは、溝パターン（１００）は、ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）
の研磨面（９５）に形成された複数の溝を含み、複数の溝はカーブした溝（１２０）であ
る（図６を参照）。
【００７４】
　好ましくは、溝パターン（１００）は、ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）
の研磨面（９５）に形成された複数の溝を含み、複数の溝は同心円状の溝（１３０）であ
る（図７及び８を参照）。
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【００７５】
　好ましくは、溝パターン（１００）は、ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）
の研磨面（９５）に形成された複数の溝を含み、複数の溝はＸ－Ｙ溝（１４０）である（
図９を参照）。
【００７６】
　好ましくは、溝パターン（１００）は、ケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）
の研磨面（９５）に形成された複数の溝を含み、複数の溝は同心円状の溝（１３０）及び
Ｘ－Ｙ溝（１４０）を含む（図１０を参照）。
【００７７】
　好ましくは、本発明の方法を使用して調製されたケミカルメカニカル研磨パッド研磨層
（９０）は２０～１５０ミルの平均厚さＴP-avgを有する。より好ましくは、本発明の方
法を使用して調製されたケミカルメカニカル研磨パッド研磨層（９０）は３０～１２５ミ
ル（さらに好ましくは４０～１２０ミル、もっとも好ましくは５０～１００ミル）の平均
厚さＴP-avgを有する（図５を参照）。
【００７８】
実施例
実施例１（カチオン性界面活性剤高濃度）
　二成分プロセスライン中、タンクＡ（イソ側）に、イソシアネートIsonate（商標）181
メチレンジフェニルジイソシアネート（ＭＤＩ）プレポリマー（メチレンジフェニルジイ
ソシアネート、ジプロピレングリコール、トリプロピレングルコールコポリマー４５～５
５重量％及び４，４′－メチレンジフェニルジイソシアネート異性体４５～５５重量％）
９８．０４重量部を入れた。加えて、タンクＡには、界面活性剤Niax L5345非イオン性シ
リコーン界面活性剤１．９６重量部を残余として入れた。この界面活性剤は、ポリアルキ
レンオキシドメチルシロキサンコポリマーを含み、コポリマーは、ポリアルキレンオキシ
ド３０～５０重量％及びオクタメチルシクロテトラシロキサン０．１～１重量％を有する
ものであった。材料をかく拌し、華氏１２０度（４８．９℃）に加熱した。
【００７９】
　タンクＢ（ポリ側）中、Ethacure 300アミン硬化剤（４－メチル－２，６－ビス（メチ
ルチオ）－１，３－ベンゼンジアミン８０重量％及び２－メチル－４，６－ビス（メチル
チオ）－１，３－ベンゼンジアミン２０重量％）１３．９５重量部をPolyTHF650（数平均
分子量６５０）ポリエーテル（≧９９．５重量％）８１．７７重量部と混合した。加えて
、タンクＢには、界面活性剤Dabco 5103（シロキサン化ポリエーテル―ヒドロキシルエン
ドキャップを有する、シロキサン３５重量％とエチレンオキシド６５重量％とのエトキシ
化グラフトポリマー）１．９５重量部、カチオン性界面活性剤Maquat SL-5（ポリ（オキ
シ－１，２－エタンジイル）α，α′－［（９Ｚ，１２Ｚ）－（２，３－ジヒドロキシプ
ロピル）－９，１２－オクタデカジエン－１－イルイミノジ－２，１－エタンジイル］ビ
ス［ω－ヒドロキシ－］、クロリド３８～４２重量％及び残余としての水）１．９５重量
部及び触媒Dabco 33LV（ジプロピレングリコール６７重量％及びトリエチレンジアミン（
ＴＥＤＡ）３３重量％）０．３９重量部を入れた。
【００８０】
　材料かく拌し、華氏１２０度（４８．９℃）に加熱した。タンクＢからの流出量に対す
るタンクＡからの流出量の比は０．９９であった。液体ポリマーの空気圧は１１０psi（
７５８kPa）であった。プロセスからのシートを室温で２分間、次いで１００℃で１６時
間、硬化させた。得られたパッドは、０．４８g/cm3の密度及び３６．５のショアーＤ硬
さを示した。図１２を参照すると、ＳＥＭ画像は、多数の相互接続気孔及び独立気孔があ
ったことを示す。気孔は均一な分布を有し、これらの気孔の大部分は楕円形を有した。
【００８１】
実施例２（カチオン性界面活性剤低濃度）
　二成分プロセスライン中、タンクＡ（イソ側）に、イソシアネートIsonate（商標）181
メチレンジフェニルジイソシアネート（ＭＤＩ）プレポリマー（メチレンジフェニルジイ
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ソシアネート、ジプロピレングリコール、トリプロピレングルコールコポリマー４５～５
５重量％及び４，４′－メチレンジフェニルジイソシアネート異性体４５～５５重量％）
９８．０４重量部を入れた。加えて、タンクＡには、界面活性剤Niax L5345非イオン性シ
リコーン界面活性剤１．９６重量部を残余として入れた。この界面活性剤は、ポリアルキ
レンオキシドメチルシロキサンコポリマーを含み、コポリマーは、ポリアルキレンオキシ
ド３０～５０重量％及びオクタメチルシクロテトラシロキサン０．１～１重量％を有する
ものであった。材料をかく拌し、華氏１２０度（４８．９℃）に加熱した。
【００８２】
　タンクＢ（ポリ側）中、Ethacure 300アミン硬化剤（４－メチル－２，６－ビス（メチ
ルチオ）－１，３－ベンゼンジアミン８０重量％及び２－メチル－４，６－ビス（メチル
チオ）－１，３－ベンゼンジアミン２０重量％）１６．４３重量部をPolyTHF650ポリエー
テル（≧９９．５重量％）８０．７８重量部と混合した。加えて、タンクＢには、界面活
性剤Dabco 5103（シロキサン化ポリエーテル―ヒドロキシルエンドキャップを有する、シ
ロキサン３５重量％とエチレンオキシド６５重量％とのエトキシ化グラフトポリマー）１
．９５重量部、カチオン性界面活性剤Maquat SL-5（ポリ（オキシ－１，２－エタンジイ
ル）α，α′－［（９Ｚ，１２Ｚ）－（２，３－ジヒドロキシプロピル）－９，１２－オ
クタデカジエン－１－イルイミノジ－２，１－エタンジイル］ビス［ω－ヒドロキシ－］
、クロリド３８～４２重量％及び残余としての水）０．４８重量部及び触媒Dabco 33LV（
ジプロピレングリコール６７重量％及びトリエチレンジアミン（ＴＥＤＡ）３３重量％）
０．３７重量部を入れた。
【００８３】
　材料かく拌し、華氏１２０度（４８．９℃）に加熱した。タンクＢからの流出量に対す
るタンクＡからの流出量の比は０．８４であった。液体ポリマーの空気圧は１１０psi（
７５８kPa）であった。プロセスからのシートを室温で２分間、次いで１００℃で１６時
間、硬化させた。硬化したパッドは、０．７０g/cm3の密度及び２２．３のショアーＤ硬
さを示した。図１３を参照すると、ＳＥＭ画像は、いくつか相互接続気孔及び独立気孔が
あったことを示す。気孔は均一な分布を有し、これらの気孔の大部分は楕円形を有した。
【００８４】
実施例３（カチオン性界面活性剤なし）
　二成分プロセスライン中、タンクＡ（イソ側）に、イソシアネートIsonate 181メチレ
ンジフェニルジイソシアネート（ＭＤＩ）プレポリマー（メチレンジフェニルジイソシア
ネート、ジプロピレングリコール、トリプロピレングルコールコポリマー４５～５５重量
％及び４，４′－メチレンジフェニルジイソシアネート異性体４５～５５重量％）９８．
０４重量部を入れた。加えて、タンクＡには、界面活性剤Niax L5345非イオン性シリコー
ン界面活性剤１．９６重量部を残余として入れた。この界面活性剤は、ポリアルキレンオ
キシドメチルシロキサンのコポリマーを含み、コポリマーは、ポリアルキレンオキシド３
０～５０重量％及びオクタメチルシクロテトラシロキサン０．１～１重量％を有するもの
であった。材料をかく拌し、華氏１２０度（４８．９℃）に加熱した。
【００８５】
　タンクＢ（ポリ側）中、Ethacure 300アミン硬化剤（４－メチル－２，６－ビス（メチ
ルチオ）－１，３－ベンゼンジアミン８０重量％及び２－メチル－４，６－ビス（メチル
チオ）－１，３－ベンゼンジアミン２０重量％）１０．１９重量部をPolyTHF650ポリエー
テル（≧９９．５重量％）８７．０５重量部、界面活性剤Dabco 5103（シロキサン化ポリ
エーテル―ヒドロキシルエンドキャップを有する、シロキサン３５重量％とエチレンオキ
シド６５重量％とのエトキシ化グラフトポリマー）１．９５重量部と混合した。加えて、
タンクＢには、界面活性剤Dabco 5103（シロキサン化ポリエーテル―ヒドロキシルエンド
キャップを有する、シロキサン３５重量％とエチレンオキシド６５重量％とのエトキシ化
グラフトポリマー）１．９５重量部を、脱イオン水０．４６重量部及び触媒Dabco 33LV（
ジプロピレングリコール６７重量％及びトリエチレンジアミン（ＴＥＤＡ）３３重量％）
０．３５重量部の残余とともに入れた。
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【００８６】
　材料かく拌し、華氏１２０度（４８．９℃）に加熱した。タンクＢからの流出量に対す
るタンクＡからの流出量の比は０．７９であった。液体ポリマーの空気圧は１１０psi（
７５８kPa）であった。プロセスからのシートを室温で２分間、次いで１００℃で１６時
間、硬化させた。硬化したパッドは、０．７１g/cm3の密度、１６．８のショアーＤ硬さ
を示した。図１４を参照すると、ＳＥＭ画像は、大部分の気孔が丸い形を有するが、孔径
分布が実施例１及び２の孔径分布よりも大きく、孔径分布が不均一であったことを示す。
【００８７】
実施例４（カチオン性界面活性剤及びＴＤＩプレポリマー高濃度）
　二成分プロセスライン中、タンクＡ（イソ側）に、Chemuturaのイソシアネートプレポ
リマーLF 750Dウレタンプレポリマー（ＮＣＯ８．７５～９．０５重量％を有する、トル
エンジイソシアネート（ＴＤＩ）とポリテトラメチレンエーテルグリコール（ＰＴＭＥＧ
）とのプレポリマーブレンド）９８．０４部を入れた。加えて、タンクＡには、界面活性
剤Niax L5345非イオン性シリコーン界面活性剤１．９６重量部を残余として入れた。この
界面活性剤は、ポリアルキレンオキシドメチルシロキサンのコポリマーを含み、コポリマ
ーは、ポリアルキレンオキシド３０～５０重量％及びオクタメチルシクロテトラシロキサ
ン０．１～１重量％を有するものであった。材料をかく拌し、華氏１３５度（５７．２℃
）に加熱した。
【００８８】
　タンクＢ（ポリ側）中、Ethacure 300アミン硬化剤（４－メチル－２，６－ビス（メチ
ルチオ）－１，３－ベンゼンジアミン８０重量％及び２－メチル－４，６－ビス（メチル
チオ）－１，３－ベンゼンジアミン２０重量％）８６．７２重量部を界面活性剤Dabco 51
03（シロキサン化ポリエーテル―ヒドロキシルエンドキャップを有する、シロキサン３５
重量％とエチレンオキシド６５重量％とのエトキシ化グラフトポリマー）１．９５重量部
及びカチオン性界面活性剤Maquat SL-5（ポリ（オキシ－１，２－エタンジイル）α，α
′－［（９Ｚ，１２Ｚ）－（２，３－ジヒドロキシプロピル）－９，１２－オクタデカジ
エン－１－イルイミノジ－２，１－エタンジイル］ビス［ω－ヒドロキシ－］、クロリド
３８～４２重量％及び残余としての水）１１．０３重量部及び触媒Dabco 33LV（ジプロピ
レングリコール６７％及びトリエチレンジアミン（ＴＥＤＡ）３３重量％）０．３０重量
部と混合した。材料かく拌し、華氏７５度（２３．９℃）に加熱した。タンクＢからの流
出量に対するタンクＡからの流出量の比は８．８８であった。空気圧は１１０psi（７５
８kPa）であった。プロセスからのシートを室温で１０分間、次いで１００℃で１６時間
、硬化させた。硬化したパッドは、０．４３g/cm3の密度及び１７．５のショアーＤ硬さ
を示した。図１５を参照すると、ＳＥＭ画像は、大部分の気孔が楕円形を有し、分布が均
一であったことを示す。
【００８９】
　本発明は、ケミカルメカニカルプラナリゼーション用途のための多孔性研磨パッドを形
成するのに有効である。特に、非イオン性界面活性剤濃度をイオン性界面活性剤濃度と合
わせて調節すると、孔径を微調整することができる。加えて、界面活性剤濃度をさらに調
節して、異なる孔径を有するつながった固体ポリマー構造を有するサブパッドを形成する
ことが可能である。この孔径の変化が、ウェーハを受け入れるようにパッド全体が撓むこ
とを許し、エッジ効果を減らすための調節を許す。
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